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2017年度の住宅関連施策は、「少子高齢化対応」「災害に強い住まい・まちづくり」「良質な住宅のストック形成」をキーワードに、
新たな投資を促す誘発効果の高いもの、緊急性の高いもの、民間のノウハウを生かして既存ストックを有効活用するものについて、
重点的に支援するとしている。支援事業は継続が多いが、新たな施策として、「新たな住宅セーフティネット」や「フラット35子
育て支援型」が登場した。今号では、2017年度の住宅関連施策を概観する。住宅関連施策を読み解く

特集：新規投資促進と住宅ストックの活用へ

2017年度

＊ 表は2017年2月末時点の情報に基づいており、まだ確定していない内容も一部含みます（公募時期などは4月以降に発表される予定）。	
＊ 補助事業は予算金額に達した場合、予定よりも早期に終了する場合があります。
＊ 各種リフォームについても減税措置があります。詳細は（一社）住宅リフォーム推進協議会のホームページ等をご覧ください。	
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年度

2019
年度2017年4月1日住宅関連優遇策一覧

省エネ設備に
関する優遇

省エネ住宅に
関する支援

買取再販で
扱われる住宅取得

消費税率引上げに対応
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税     
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給
付
給
付 すまい給付金すまい給付金

不動産取得税不 動 産 取 得 税

新
築

既
築

◯‒

● 補助額：機器仕様と材工価格により最大19万円　（改築・ＬＰガス・寒冷地域仕様には各　3万円追加） ２０１７年２月１７日までの申込エネファーム導入補助金エネファーム導入補助金◯◯

● 余剰買取価格（10kW未満）
①東京・中部・関西電力管内 ３１円（税込）/kWh   ②その他の電力管内 ３３円（税込）/kWh

２０１７年３月３１日までの
手続終了分太陽光発電の固定価格買取制度太陽光発電の固定価格買取制度◯◯

● 余剰買取価格（10kW未満）
①28円（税込）/kWh　②30円（税込）/kWh

● 余剰買取価格（10kW未満）
①26円（税込）/kWh  ②28円（税込）/kWh

◯◯ ● 所得に応じて最大30万円（消費税率8％の場合）を給付（消費税率10％になった場合は　 給付額を最大50万円まで拡充） （2021年12月31日の入居まで）

住宅ローンに
関する金利優遇

融
　資

融
　資

フラット３５子育て支援型フラット３５子育て支援型◯◯
子育て支援に積極的、且つ補助金等の財政支援を行っている地方公共団体における若年（4　 0歳未満を想定）子育て世帯・親世帯等の住宅取得を支援
対象：①若年子育て世帯による中古住宅購入　②若年子育て世帯・親世帯等による同居・近居　 のための新築・中古住宅購入 ● 5年間、【フラット35】より０.25%金利引下げ 

登録免許税登録免許税◯‒ ● 一定の質の向上のための特定の増改築等が行われた買取再販中古住宅取得の場合：所     有権の移転登記を本則2％に対して0.1％（一般住宅特例は0.3％）　　 　（2018年3月31日取得まで）

● 質の向上のための特定の増改築を施した中古住宅を買取再販した場合：最大1,200万     円を控除 （適用期間2017年3月31日まで）

耐震改修
促進税制 固定資産税固定資産税‒ ◯ ● 昭和57年1月1日以前から存在する住宅を耐震リフォーム行った場合：1年間1/2減額       （120㎡相当分まで）　（固定資産税減税（バリアフリー、省エネ）との併用不可） 　（2018年3月31日工事完了まで）

住宅ローン減税（所得税）・不動産取得税住宅ローン減税（所得税）・不動産取得税‒ ◯ 　（2021年12月31日の入居まで）● 中古住宅を取得し適合した耐震改修工事を行った場合：耐震基準適合既存住宅とみなし、　 所得税：10年間で最大400万円　不動産取得税：最大1,200万円を控除　

所得税所得税‒ ◯ ● 旧耐震基準住宅を耐震リフォーム行った場合：工事費用（上限：250万円）の10％相当額   を控除（住宅ローン減税制度との併用可能） 　（2019年6月30日工事完了まで）

登録免許税登録免許税‒◯ ● 所有権の保存登記：本則0.4％に対して、0.1％（一般住宅特例は0.15％）　 ● 所有権の 　 移転登記：本則2.0％に対して、0.1％（一般住宅特例は0.3％） 　　（2018年3月31日の取得まで）

投資型減税（所得税）投資型減税（所得税）‒◯ ● 床面積に43,800円を乗じた額（上限650万円）の10％相当額を控除  　※控除しきれな　 い場合は翌年の所得税額から控除　　　 　（2021年12月31日の入居まで）

住宅ローン減税（所得税）住宅ローン減税（所得税）‒◯ ● 10年間で最大500万円控除（一般住宅は最大400万円）　控除額＝住宅ローン年末残高　 ×1％ 　　※控除しきれない場合は翌年の住民税から控除（上限13.65万円）　　　　　　　　　　　　　　 　（2021年12月31日の入居まで）

リフォーム投資型減税（所得税）リフォーム投資型減税（所得税）
‒ ◯

● 三世代同居対応改修工事に係る工事費用相当額（上限：250万円）の10％を控除  （耐震    改修工事、省エネ改修工事、バリアフリー改修工事を合わせて行った場合、上限は最大950万円） 　（2021年12月31日の入居まで）

リフォームローン型減税（所得税）リフォームローン型減税（所得税） ● 三世代同居対応改修工事に係る5年以上の住宅ローン：年末残高の2％を5年間控除 （上     限：250万円）  ● それ以外の増改築に係る5年以上の住宅ローン：年末残高の１％を5年間控除（上限①＋②の合計1,000万円） 　（2021年12月31日の入居まで）

中古住宅取得後
の耐震改修

三世代同居に
対応したリフォームに

関する特例措置

認定低炭素住宅
促進のための

特例措置

不動産取得税不動産取得税‒◯ ● 課税標準からの控除額が1,300万円（一般住宅は1,200万円） 　(2018年3月31日の新築まで)

登録免許税登録免許税‒◯ ● 所有権の保存登記：本則0.4％に対して、0.1％（一般住宅特例は0.15％）　 ● 所有権の     移転登記：本則2.0％に対して、戸建て0.2％マンション0.1％（一般住宅特例は0.3％） 　　　　(2018年3月31日の取得まで)

長期優良住宅
普及促進税制

①住宅のエコリフォーム ● 補助額：定額（リフォーム工事内容に応じる） 上限30万円/戸（＋耐震改      修：45万円/戸）
②良質な既存住宅の購入 ● 補助額：定額（リフォーム工事内容に応じる） インスペクション 5万円/戸     上限合計で50万円/戸 （＋耐震改修：65万円/戸） 
③エコ住宅への建て替え ● 補助額：30万円/戸（認定長期優良住宅、省エネ性能の高い住宅は40万     円/戸または50万円/戸） 

良質な
住宅ストックの

形成
◯‒ 住宅ストック循環支援事業住宅ストック循環支援事業 第１回交付申請受付：2017年2月1日～ 2月28日

第2回交付申請受付：2017年5月1日～ 6月30日＊2016年度第2次補正予算

● 補助額：工事費の1/3　上限：100万円/戸（認定長期優良住宅並みの場合200万円/戸）
※ 三世代同居改修工事を実施する場合、補助金上限は150万円／戸（同250万円／戸）

長期優良
住宅化

リフォーム推進
◯‒ 長期優良住宅化リフォーム推進事業長期優良住宅化リフォーム推進事業 交付申請は2017年2月28日まで

住宅セーフティ
ネット ◯‒ ①社会資本整備総合交付金による支援  ● 補助額：国1/3・地方公共団体1/3  上限国50万円/戸（100万円/戸※）

②民間事業者への直接補助  ● 補助額：国1/3  上限国50万円/戸（100万円/戸※） ※ 耐震改修、間取り変更又は用途変更工事を含む場合
子育て世帯や高齢者世帯、低所得世帯などに向けた民間住宅や空き家の改修の支援
補助対象：バリアフリー改修工事・耐震改修工事・間取り変更工事・共同居住用住宅への用途　 変更改修工事などにかかる費用

住宅確保要配慮者向け住宅の
改修費支援
住宅確保要配慮者向け住宅の
改修費支援

【フラット３５】リノベ【フラット３５】リノベ◯‒ ● 中古住宅取得後に性能向上リフォーム実施：5年間、【フラット35】より０.6%金利引下げ
● 性能向上リフォーム済みの中古住宅取得：10年間、【フラット35】より０.6%金利引下げ

【フラット３５】Ｓ【フラット３５】Ｓ◯◯ ● Aプラン：10年間、【フラット35】より０.3%金利引下げ　　● Bプラン：5年間、【フラ    ット35より】０.3%金利引下げ

● インスペクション費用：補助額1/3 
● 認定タイプ別補助額： ①評価基準型：補助単価方式  上限100万円/戸（三世代同居は150万円/戸）  ②認定長期優良住宅型：
補助単価方式 又は工事費の1/3  上限200万円/戸（同250万円／戸）   ③高度省エネルギー型：工事費の1/3  上限250万円/戸（同300万円／戸）

継
続
継
続

継
続

● 耐震診断の助成：国と地方公共団体で2/3
● 耐震改修、建替え(一部）助成：国と地方公共団体で23％上限82.2万円/戸 

耐震改修に
関する支援 住宅･建築物安全ストック形成事業住宅･建築物安全ストック形成事業◯‒

● 工事費助成は23％または定額制＊のどちらを地方公共団体ごとに選択
　 （＊ 工事費が～ 100万円→20万円、～ 200万円→30万円、～ 300万円→50万円、300万円～→70万円）
※ 地方公共団体が区域を定め戸別訪問を行う場合、国と地方で30万円/戸を加算（2017年度末までの時限措置）

継
続

● 補助額：定額125万円　（寒冷地特別外皮仕様：定額150万円 ・ Nearly ZEH：125万円）
※ 蓄電システム導入の場合は補助金額を加算（蓄電容量1kWh当たり5万円、　上限：補助対象経費の1/3または50万　　円のいずれか低い金額）

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH)
支援事業
ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH)
支援事業◯◯ 「省エネルギー投資促進に向けた支援補助金」で事業継続 （事業名の変更可能性有）

● 補助額：75万円/戸
公募申込終了     ※ 2016年度補正予算事業

「ＺＥＨ普及加速事業」は2017年3月24日まで公募
継
続

住宅資金贈与に
関する優遇税制 住宅取得資金の贈与税非課税枠住宅取得資金の贈与税非課税枠◯◯ ● 質の高い住宅は、非課税枠1,200万円（一般住宅は700万円）　   （2019年3月までの契約）

● 補助額 ①高性能建材：対象費用の1/3以内、上限は150万円/戸
 ②蓄電システム：定額5万円/kWh、上限は1/3または50万円の低い金額
 ③高効率給湯器：対象費用の1/3以内、上限は15万円

2017年3月31日
補助事業終了戸建てで、①と同時の場合のみ

住宅省エネリノベーション促進事業住宅省エネリノベーション促進事業◯‒
「省エネルギー投資促進に向けた支援補助金」で事業継続 （事業名の変更可能性有）
● 補助額：①高性能建材：対象費用の1/3　　その他詳細は未定

継
続

住宅ローン減税（所得税）住宅ローン減税（所得税）◯ ◯
● 10年間で最大500万円控除（一般住宅は最大400万円）　　控除額＝住宅ローン年末残    高×1％
※控除しきれない場合は翌年の住民税から控除（上限13.65万円）

　（2021年12月31日の入居まで）
● 5年間で最大62.5万円控除

投資型減税（所得税）投資型減税（所得税）◯ ● 床面積に43,800円を乗じた金額（上限650万円）の10％相当額を控除　 ※控除しきれ    ない場合は翌年の所得税額から控除
　（2021年12月31日

の入居まで）◯ ● 耐震+省エネ+耐久性：対象限度額500万円　最大額50万円控除（太陽光発電設置は600万円・60万円）
● 耐震・省エネのいずれか+耐久性：対象限度額250万円　最大額25万円控除（太陽光発電設置は350万円・35万円）

固定資産税固定資産税◯ ◯ ● 減額措置適用期間を延長：戸建ては5年間、マンションは7年間（一般住宅特例：戸建ては    3年間、マンションは5年間） 　いずれも1/2減額 　　　　　　　　　　　　(2018年3月31日の新築まで)● 1年間2/3の減額

地域材
活用促進

木
造
住
宅

木
造
住
宅

地域型住宅グリーン化事業地 域 型 住 宅 グリーン化 事 業‒◯

（１）長寿命型　● 補助額：対象費用の10％以内、上限100万円 
（２）高度省エネ型 ①認定炭素住宅　● 補助額：対象費用の10％以内、上限100万円
 ②性能向上計画認定住宅　● 補助額：対象費用の10％以内、上限100万円
 ③ゼロ･エネルギー住宅　● 補助額：対象費用の1/2、上限165万円

（３）優良建築物型　● 補助額：対象費用の10％以内、床面積1㎡当たり上限1万円、かつ１事　 業者当たり1,000万円を上限

※ 変更点はゼロ･エネルギー住宅4戸以上の施工経験を持つ
 　事業者の場合は上限は150万円/戸

継
続

※地域材を使用する場合、20万円/戸を加算
※三世代同居対応工事をする場合30万円/戸を加算

継
続

継
続

2016年10月1日から2017年3月31日までの
申込受付分に適用

長
期
優
良

リ
フ
ォ
ー
ム

追
加

● 補助額：機器仕様と材工価格により最大16万円（同各3万円追加）（２０１8年3月31日までの申込）

（２０１9年度まで）

2016年4月1日
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図2.  「フラット35子育て支援型」の事業イメージ

協 定

近居・同居等の「希望出生率1.8」に向けた地域の住宅政策の実現

孫とのふれあい
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（シニア世帯） （子育て世帯）

地方公共団体
補助金等の財政的な

支援措置

住宅金融支援機構
住宅ローン（フラット35）の

金利引き下げ
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と
家
賃
債
務

い
な
い
場
合
な
ど
も
、
国
が
民
間
事
業
者

へ
１
／
３
の
直
接
補
助
を
行
う
こ
と
が

で
き
ま
す
。
国
の
補
助
限
度
額
は
原
則

50
万
円
／
戸
で
す
。

　

賃
貸
住
宅
オ
ー
ナ
ー
は
、
一
定
の

面
積
要
件
な
ど
を
ク
リ
ア
し
た
住

宅
を
都
道
府
県
や
政
令
都
市
に
登

録
し
て
い
た
だ
き
ま
す
。
入
居
者

は
す
べ
て
高
齢
者
や
子
育
て
世
帯
、

低
所
得
若
年
層
な
ど
の「
要
配
慮

者
」に
限
り
、
か
つ
入
居
を
拒
ま
な

い
こ
と
が
支
援
を
受
け
る
条
件
と

な
り
ま
す
。
住
宅
に
本
当
に
困
っ

て
い
る
方
た
ち
の
た
め
の
専
用
賃

貸
住
宅
、
と
い
う
位
置
づ
け
で
す
。

　

現
在
、
単
身
高
齢
者
の
入
居
に

拒
否
感
を
持
つ
方
が
６
割
く
ら
い

い
る
と
い
わ
れ
て
い
ま
す
の
で
、

そ
う
し
た
状
況
が
こ
の
制
度
導
入

で
解
消
で
き
る
と
思
っ
て
い
ま

す
。
事
業
の
主
体
は
地
方
自
治
体

な
の
で
、
改
修
工
事
の
要
件
な
ど

は
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
柔
軟
に

は
、
単
身
高
齢
者
世
帯
の
増
加
、
若
年
層

の
所
得
低
下
な
ど
を
社
会
的
背
景
と
し

て
、
住
宅
確
保
が
困
難
な「
住
宅
確
保
要

配
慮
者
」（
低
額
所
得
者
、
高
齢
者
世
帯
、

子
育
て
世
帯
な
ど
）の
方
々
を
対
象
に
、

民
間
の
賃
貸
住
宅
や
空
き
家
を
活
用
し
て

新
た
な
住
宅
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
を
構
築

し
よ
う
と
す
る
も
の
で
す
。
賃
貸
住
宅
や

空
き
家
の
改
修
費
支
援
や
、
低
所
得
入
居

者
の
家
賃
負
担
軽
減
を
行
い
ま
す
。

　

改
修
費
支
援
は
、
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
、

耐
震
改
修
、
間
取
り
変
更
な
ど
の
改
修
工

事
費
用
の
１
／
３
ず
つ
を
国
と
地
方
公

共
団
体
が
民
間
事
業
者
に
対
し
支
援
し

ま
す
の
で
、
事
業
者
は
１
／
３
の
改
修
費

用
負
担
で
す
み
ま
す
。
ま
た
、
地
方
公
共

団
体
の
財
政
支
援
が
ま
だ
措
置
さ
れ
て

「
長
期
優
良
住
宅
化
リ
フ
ォ
ー
ム
推
進
事
業
」や「
地
域
型
住
宅
グ
リ
ー
ン
化
事
業
」

な
ど
の
制
度
に
引
き
続
き
取
り
組
む
一
方
で
、「
新
た
な
住
宅
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト

制
度
」や「
フ
ラ
ッ
ト
35
子
育
て
支
援
型
」創
設
な
ど
、
子
育
て
世
帯
や
若
者
の
住

宅
取
得
へ
の
支
援
が
目
に
つ
く
。
２
０
１
７
年
度
の
住
宅
関
連
予
算
の
概
要
に
つ

い
て
、
国
土
交
通
省
住
宅
局
総
務
課
企
画
官
の
後
沢
彰
宏
氏
に
伺
っ
た
。

民
間
賃
貸
住
宅
や
空
き
家
を
活
用
し
た

「
新
た
な
住
宅
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
」を
創
設

国土交通省 住宅局総務課
企画官

後
ご ざ わ

沢 彰
あ き ひ ろ

宏氏

「
フ
ラ
ッ
ト
35
子
育
て
支
援
型
」

の
創
設

　

若
年
世
帯
の
子
育
て
環
境
の
整
備
を

応
援
す
る
た
め
に
創
設
す
る
の
が
、
住
宅

金
融
支
援
機
構
の
住
宅
ロ
ー
ン（
フ
ラ
ッ

ト
35
）金
利
を
引
き
下
げ
る「
フ
ラ
ッ
ト

35
子
育
て
支
援
型
」で
す
。

　

対
象
と
な
る
の
は
、
①
若
年
子
育
て
世

帯
に
よ
る
既
存
住
宅
の
取
得
、
②
若
年
子

育
て
世
帯
・
親
世
帯
等
に
よ
る
同
居
・
近
居

の
た
め
の
新
築
住
宅
・
既
存
住
宅
の
取
得

で
す
。
フ
ラ
ッ
ト
35
の
金
利
を
当
初
の
５

年
間
、
マ
イ
ナ
ス
０
・
25
％
引
き
下
げ
ま

保
証
料
に
対
し
、
国
と
地
方
公
共
団
体
が

１
／
２
ず
つ
補
助
し
ま
す
。
国
の
補
助
限

度
額
は
、
家
賃
は
２
万
円
／
戸
・
月
で
、
保

証
料
は
３
万
円
／
戸
で
す
。
こ
ち
ら
も
要

配
慮
者
専
用
の
住
宅
が
対
象
で
す
。
今

後
、
関
連
す
る
法
律
の
改
正
案
が
国
会
で

審
議
さ
れ
て
い
ま
す
し
、
施
行
は
秋
以
降

と
な
る
見
込
み
で
す
。

す
。
対
象
世
帯
や
近
居
な
ど
の
細
か
な
要

件
は
、
地
方
公
共
団
体
が
地
域
の
実
情
を

踏
ま
え
て
設
定
し
ま
す
。

　

た
だ
し
、
事
業
を
実
施
す
る
地
方
公
共

団
体
が
、
①
保
育
の
受
け
皿
の
整
備
な
ど

の
子
育
て
支
援
を
積
極
的
に
実
施
し
て
い

る
こ
と
、
さ
ら
に
は
、
②
住
宅
の
建
設
・

購
入
に
つ
い
て
補
助
金
な
ど
の
財
政
支
援

を
行
っ
て
い
る
こ
と
が
要
件
と
な
っ
て
い

ま
す
。
地
方
公
共
団
体
と
住
宅
金
融
支
援

機
構
が
連
携
し
て
子
育
て
世
帯
を
応
援
す

る
仕
組
み
な
の
で
、
子
育
て
支
援
の
た
め

の
具
体
的
な
財
政
支
援
を
お
こ
な
っ
て
い

る
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
利
用
可
能
と

な
り
ま
す（
図
２
）。

戸
建
て
住
宅
の
耐
震
改
修

支
援
を
使
い
や
す
く

　

耐
震
化
へ
の
支
援（「
住
宅
・
建
築
物
安

全
ス
ト
ッ
ク
形
成
事
業
」）は
、
耐
震
診

断
の
補
助
対
象
限
度
額
を
実
態
に
合
わ

せ
て
引
き
上
げ
る
な
ど
の
拡
充
を
行
っ

て
い
ま
す
。
戸
建
て
住
宅
に
関
し
て
は
、

交
付
金
額
計
算
の
簡
素
化
を
図
る
た
め
、

従
来
の
耐
震
改
修
工
事
費
の
23
％
を
支

援
す
る
方
式
に
加
え
、
地
方
公
共
団
体
ご

と（
物
件
ご
と
に
変
更
は
不
可
）に
定
額

補
助（
20
万
円
〜
70
万
円
）も
選
択
で
き
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表 1. 戸建て住宅の耐震化交付金が選択制に
現 行 耐震改修工事費 × 23％

拡 充

次の①または②のどちらかを、地方公共団体ごとに選択。
ただし、物件ごとに変更することはできない。
① 耐震改修工事費 × 23％
② 耐震改修工事費

100万円未満の場合・・・・・・・・・・・・・・・・20万円
100万円以上200万円未満の場合・・・・・30万円
200万円以上300万円未満の場合・・・・・50万円
300万円以上の場合・・・・・・・・・・・・・・・・70万円
※国と地方公共団体あわせた補助金額の原則形
　（国、地方の負担割合は1/2ずつ）の場合

＊1	 居住支援協議会：地方公共団体、不動産関係団体、居住支援団体等が連携
＊2	耐震改修工事、間取り変更工事または用途変更工事を含む場合、補助限度額を50万円／戸加算

情
報
提
供

都道府県等

国

図 1. 新たな住宅セーフティネット制度のイメージ

バリアフリー改修工事、耐震改修工
事、間取り変更工事、共同居住用住
宅に用途変更改修工事、居住支援協
議会 *1 等が必要と認める改修工事

❶ 社会資本整備総合
 交付金による支援

❷ 直接補助

工事費の 1/3

工事 入居

家　賃1/2（上限 2万円/月）
保証料1/2（上限 3万円/戸）登

録

工事費の 1/3

工事費の1/3
（上限 50万円/戸）

賃貸人 要配慮者

社会資本整備総合交付金

負担軽減

家　賃1/2（上限 2万円/月）
保証料1/2（上限 3万円/戸）

負担軽減

る
よ
う
に
し
ま
す（
表
１
）。

「
長
期
優
良
住
宅
化
リ
フ
ォ
ー
ム

推
進
事
業
」の
延
長

　

良
質
な
住
宅
ス
ト
ッ
ク
の
形
成
に
向
け

て
、「
長
期
優
良
住
宅
化
リ
フ
ォ
ー
ム
推
進

事
業
」を
一
部
見
直
し
た
う
え
で
延
長
し
ま

す
。
劣
化
対
策
、
耐
震
性
に
加
え
、
省
エ

ネ
ル
ギ
ー
対
策
、
維
持
管
理
・
更
新
の
容

易
性
、
可
変
性
、
高
齢
者
対
策
の
い
ず
れ

か
に
つ
い
て
一
定
の
性
能
を
満
た
す
こ
と

を
求
め
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。
た
だ
し
若

者（
40
歳
未
満
）の
場
合
は
、
既
存
住
宅
を

取
得
し
や
す
く
す
る
観
点
か
ら
、
既
存
住

宅
の
購
入
に
伴
っ
て
リ
フ
ォ
ー
ム
を
行
う

場
合
、
劣
化
対
策
、
耐
震
性
に
つ
い
て
一

定
の
性
能
を
満
た
せ
ば
、
こ
の
他
の
性
能

の
い
ず
れ
か
に
つ
い
て
も
一
定
の
性
能
を

満
た
す
と
い
う
要
件
は
免
除
さ
れ
ま
す
。

　

限
度
額
に
つ
い
て
は
、
長
期
優
良
住
宅

（
増
改
築
）認
定
を
取
得
し
た
上
で
一
次
エ

ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
を
省
エ
ネ
基
準
比
で

20
％
以
上
削
減
す
る
も
の（「
高
度
省
エ
ネ

ル
ギ
ー
型
」）は
２
５
０
万
円
／
戸
、「
評

価
基
準
型
」は
１
０
０
万
円
／
戸
、「
認
定

長
期
優
良
住
宅
型
」は
２
０
０
万
円
／
戸

と
な
り
ま
す
。
三
世
代
同
居
対
応
改
修
工

事
を
行
う
場
合
は
、
そ
れ
ぞ
れ
50
万
円
／
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＊ 先導的取り組みをした場合としなかった場合の工事費の差額

■	住宅生産課所管事業の公募HP 住宅・建築物に関する補助事業の公募開始等の情報は、国土交通省ホームページで順次各掲載されます。

	 http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000020.html

回
は
支
援
対
象
と
な
る
研
修
の
内
容
を
少

し
見
直
し
ま
す
。
地
域
の
住
宅
の
適
切
な

維
持
・
更
新
や
被
災
住
宅
の
応
急
修
理
な

ど
の
技
術
研
修
や
、
生
産
性
向
上
・
地
域

の
気
候
風
土
に
対
応
し
た
技
術
の
研
修
な

ど
、
民
間
業
者
の
行
う
研
修
活
動
を
支
援

し
ま
す
。

「
住
宅
ス
ト
ッ
ク
維
持・向
上

促
進
事
業
」の
継
続

　

良
質
な
住
宅
ス
ト
ッ

ク
が
市
場
で
適
正
に
評

価
さ
れ
る
よ
う
、
維
持

向
上
・
評
価
・
流
通
・
金
融

の
一
体
的
な
仕
組
み
の

開
発
・
普
及
を
支
援
す
る

事
業「
住
宅
ス
ト
ッ
ク
維

持
・
向
上
促
進
事
業
」を

継
続
し
ま
す
。

　

そ
の
他
、「
地
域
型
住

宅
グ
リ
ー
ン
化
事
業
」を

継
続
し
ま
す
。
ゼ
ロ
・
エ

ネ
ル
ギ
ー
住
宅
に
つ
い
て

は
４
戸
以
上
施
工
し
た
経

験
を
持
つ
事
業
者
の
補

助
限
度
額
を
１
５
０
万

円
／
戸
に
変
更
し
ま
す
。

（
図
３
）。

戸
が
加
算
さ
れ
る
の
は
現
行
通
り
で
す
。

た
だ
、
補
助
額
の
算
出
方
法
を
少
し
変
更

し
ま
す（
ｐ
６ 

表
２
）。

「
空
き
家
所
有
者
情
報
提
供
に
よ
る

空
き
家
利
活
用
推
進
事
業
」

の
創
設

　

空
き
家
対
策
に
つ
い
て
は
、
空
き
家
の
活

用
・
除
去
な
ど
へ
の
支
援
に
引
き
続
き
取
り

組
み
ま
す
。
こ
れ
ら
に
加
え
て
、
空
き
家
の

所
有
者
情
報
を
活
用
す
る
対
策
に
新
た
に

取
り
組
み
ま
す
。
既
存
住
宅
と
し
て
流
通

さ
せ
る
こ
と
が
可
能
な
空
き
家
の
所
有
者

が
分
か
ら
ず
、
民
間
事
業
者
に
よ
る
空
き

家
の
流
通
が
進
ま
な
い
と
い
う
現
状
が
あ

り
ま
す
。
そ
こ
で
、
来
年
度
は
市
町
村
が

有
す
る
空
き
家
所
有
者
情
報
を
、
宅
建
業

者
や
空
き
家
バ
ン
ク
に
開
示
す
る
モ
デ
ル

的
な
取
り
組
み
を
支
援
し
て
い
き
ま
す
。
こ

れ
ら
の
取
り
組
み
を
踏
ま
え
、
国
が
情
報

提
供
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
示
す
予
定
で
す
。

「
地
域
に
根
ざ
し
た
木
造
住
宅

施
工
技
術
体
制
整
備
事
業
」

の
創
設

　

大
工
技
能
者
育
成
の
た
め
の
研
修
活
動

支
援
に
は
継
続
し
て
取
り
組
み
ま
す
。
今

　

ま
た
、
昨
年
、
住
宅
を
対
象
と
し
た「
気

候
風
土
適
応
型
」が
加
わ
っ
た「
サ
ス
テ
ナ

ブ
ル
建
築
物
等
先
導
事
業
」も
継
続
で
す
。

現
行
の
省
エ
ネ
基
準
で
は
評
価
が
難
し
い

地
域
の
気
候
風
土
に
応
じ
た
環
境
負
荷
の

低
い
住
宅
へ
の
建
設
工
事
費
の
補
助
額
は
、

掛
か
り
増
し
費
用
＊
の
１
／
２
で
、
対
象
工

事
費
の
10
％
以
内
ま
た
は
１
０
０
万
円
／

戸
の
う
ち
少
な
い
金
額
が
上
限
額
と
な
っ

て
い
ま
す
。
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図3.  地域型住宅グリーン化事業の補助対象（住宅）のイメージ

計画的な維持管理

太陽光発電・太陽熱温水器

劣化対策 高効率給湯器

耐震性

外皮の
高断熱化

 長寿命型
 　長期優良住宅

 高度省エネ型
     ① 認定低炭素住宅
     ② 性能向上計画認定住宅
     ③ ゼロ・エネルギー住宅

上限165万円/戸
　　2017年度～
4戸以上施工で
上限150万円/戸

表 2.  「長期優良住宅化リフォーム推進事業」の補助額・補助限度額
事業タイプ 評 価 基 準 型 認 定 長 期 優 良 住 宅 型 高 度 省 エ ネ ル ギ ー 型

補 助 額
（工事費分）

① 補助単価方式で算出した額
① 補助単価方式で算出した額
② 補助率方式で算出した額
    (事業者単位でいずれか選択）

② 補助率方式で算出した額

補 助 限 度 額
（三世代同居対応改修工事を行う場合）

100万円／戸（150万円／戸） 200万円／戸（250万円／戸） 250万円／戸（300万円／戸）

＊	認定長期優良住宅型にあっては、事業者単位で①または②のい
ずれかの方式を選択すること（同一の事業者は混用できない）

＊	三世代同居対応改修工事は、いずれの事業タイプとも50万円
／戸を限度として補助

＊	三世代同居対応改修工事の補助額は、性能向上リフォームに係
る事業タイプごとの計算方式による

＊	インスペクション費用等に係る補助額は、所要額に補助率1/3
を乗じて得た額を補助

① 補助単価方式
・ 実施する長期優良住宅化リフォーム工事の内容に応じて定める補助単価を積み上げて補助額を算出
・ 工事請負契約額に、契約額に応じて定める補助対象比率を乗じて得た額を上回らないこと
・ 補助単価の定めのないリフォーム工事は補助額に計上できない

② 補助率方式
・ 補助対象に該当する工事費に補助率1/3を乗じて得た額（平成28年度までと同様）
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【こうき - しん】

vol.27

１・３
キ
ロ
に
わ
た
り
４
０
０
軒
あ
ま
り
の
店
が
軒
を

連
ね
る
戸
越
銀
座
は
、
名
物「
戸
越
銀
座
コ
ロ
ッ
ケ
」

な
ど
で
商
店
街
ブ
ラ
ン
ド
を
確
立
し
、
多
く
の
買
い

物
客
や
観
光
客
を
迎
え
入
れ
て
い
る
。
そ
の
玄
関
口
で
あ
る
東

急
池
上
線
戸
越
銀
座
駅
が
２
０
１
６
年
12
月
に
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
さ

れ
た
。

　
築
90
年
を
目
前
に
白
い
ペ
ン
キ
塗
り
の
木
造
駅
舎
は
木
の
趣
や

人
々
の
想
い
を
受
け
継
ぎ
、
木
の
ぬ
く
も
り
と
香
り
に
あ
ふ
れ
た

駅
に
生
ま
れ
変
わ
っ
た
。
ま
た
「
木
に
な
る
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
」
と

題
し
て
行
わ
れ
た
こ
の
工
事
は
、
多
摩
の
森
を
見
学
す
る
ツ
ア
ー

や
、
旧
駅
へ
の
想
い
を
つ
づ
る
イ
ベ
ン
ト
開
催
な
ど
で
駅
と
街
の

新
し
い
関
係
づ
く
り
に
も
一
役
か
っ
た
。

　
新
し
い
ホ
ー
ム
は
、
屋
根
か
ら
壁
、
ベ
ン
チ
に
い
た
る
ま
で「
木
」

が
使
わ
れ
て
お
り
、
な
か
で
も
屋
根
と
壁
に
は
多
摩
産
材（
ス
ギ
、

ヒ
ノ
キ
）が
約
１
２
０
立
方
メ
ー
ト
ル（
丸
太
に
し
て
約
４
７
０
本
）

も
活
用
さ
れ
て
い
る
。
駅
ホ
ー
ム
を
覆
う
屋
根
の
軒
下
が
特
長
的

で
、
幅
45
セ
ン
チ
、
長
さ
最
大
３・５
メ
ー
ト
ル
の
木
材
を
約
千
枚

使
い
、
斜
め
に
は
め
合
わ
せ
格
子
状
に
組
ん
だ
凝
っ
た
デ
ザ
イ
ン

に
、
初
め
て
訪
れ
た
人
は
驚
く
に
違
い
な
い
。

　
総
事
業
費
は
約
７
億
円
、
そ
の
う
ち
２
億
５
０
０
０
万
円
は
東

京
都
の
交
付
金
で
ま
か
な
わ
れ
て
い
る
。「
平
成
27
年
度
東
京
都
森

林
・
林
業
再
生
基
盤
づ
く
り
交
付
金
事
業
」に
採
択
さ
れ
、
都
内
の

鉄
道
施
設
と
し
て
は
初
め
て
の
事
例
だ
。

　
木
造
に
し
た
こ
と
で
環
境
へ
の
配
慮
も
実
現
。
鉄
骨
造
に
比
べ

て
建
設
時
の
二
酸
化
炭
素
放
出
量
を
約
１
０
０
ト
ン
削
減
し
た
ほ

か
、
木
材
利
用
に
よ
っ
て
炭
素
を
固
定
化
し
、
約
70
ト
ン
の
二
酸

化
炭
素
削
減
に
も
つ
な
が
っ
た
。

　
木
を
ふ
ん
だ
ん
に
使
い
、
地
域
と
の
連
携
に
よ
っ
て
生
ま
れ
変

わ
っ
た
玄
関
口
は
、
街
と
共
に
観
光
地
と
し
て
も
よ
り
一
層
愛
さ

れ
て
ゆ
く
こ
と
だ
ろ
う
。

写真提供 ＝ 東京急行電鉄株式会社

「木になるリニューアル」
で生まれ変わった
戸越銀座駅

約

東京都
品川区平塚

（左）ホームの壁に設置してあるボード
（上）ボードには住民の想いが刻まれている
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—

だ
が
、
阿
部
氏
の
心
が
折
れ
る
こ
と
は
な

か
っ
た
。
医
療
機
関
に
受
け
入
れ
ら
れ
る
こ
と
は

容
易
で
は
な
い
か
ら
こ
そ
、
ひ
と
た
び
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
を
構
築
で
き
れ
ば
競
合
他
社
に
は
ま
ね
で

き
な
い
強
み
に
な
る
と
考
え
て
い
た
た
め
だ
。
そ

の
か
い
も
あ
り
、
２
０
０
４
年
４
月
、
健
康
食
通

販
カ
タ
ロ
グ「
ミ
ー
ル
タ
イ
ム
」の
創
刊
時
に
は
、

約
１
０
０
０
箇
所
に
設
置
。
そ
の
後
は
栄
養
士
が

電
話
サ
ポ
ー
ト
す
る
こ
と
が
評
判
を
呼
び
、
現
在

同
社
の
カ
タ
ロ
グ
を
設
置
し
て
い
る
医
療
機
関
は

全
国
で
約
１
万
８
０
０
０
カ
所
に
も
上
る
。

ヘ
ル
ス
ケ
ア
総
合
企
業
と
し
て

豊
か
な
未
来
社
会
の
構
築
に
貢
献
す
る

—

「
ミ
ー
ル
タ
イ
ム
」
は
、
医
療
機
関
で
医
師・

栄
養
士
が
患
者
に
食
事
指
導
を
行
う
際
に
も
活
用

で
き
る
た
め
、
医
療
機
関
が
自
発
的
に
カ
タ
ロ
グ

を
配
布
す
る
形
と
な
っ
て
い
る
。

　
「
栄
養
士
に
よ
る
電
話
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
も
当

社
の
強
み
で
す
。
血
液
検
査
の
数
値
や
食
事
制
限

の
内
容
な
ど
を
聞
き
取
り
、
そ
れ
ぞ
れ
の
方
に
最

適
な
メ
ニ
ュ
ー
を
ご
提
案
す
る
こ
と
で
、
最
終
的

に
数
値
の
改
善
を
実
現
し
て
い
ま
す
。
利
用
者
か

ら
は
、〝
栄
養
士
に
直
接
相
談
に
乗
っ
て
も
ら
え

て
安
心
〟と
い
う
声
も
多
い
で
す
ね
。
カ
タ
ロ
グ

に
は
栄
養
士
の
顔
写
真
と
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル
も
掲
載

す
る
こ
と
で
、
信
頼
に
も
つ
な
が
っ
て
い
ま
す
」

—

栄
養
士
に
は
3
カ
月
の
間
、
先
輩
栄
養
士

が
電
話
応
対
の
ノ
ウ
ハ
ウ
な
ど
を
徹
底
指
導
す
る

ほ
か
、「
お
客
様
の
健
康
を
心
か
ら
願
う
企
業
で
あ

り
続
け
る
」
と
い
う
経
営
理
念
を
浸
透
さ
せ
る
こ

と
で
〝
お
客
様
の
健
康
を
預
か
る
者
〟
と
し
て
の

自
覚
も
持
た
せ
て
い
る
と
い
う
。
表
舞
台
に
立
つ

こ
と
が
少
な
か
っ
た
栄
養
士
が
、
専
門
知
識
を
生

か
し
な
が
ら
全
国
の
顧
客
と
接
す
る
と
い
う
、
新

し
い
活
躍
の
場
も
生
み
出
し
た
形
だ
。

　
「
企
業
向
け
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
支
援
事
業
に
も

力
を
入
れ
て
い
ま
す
。
例
え
ば
、『
ミ
ー
ル
タ
イ

ム
』の
広
告
枠
を
健
康
志
向
の
高
い
商
品
を
開
発

し
て
い
る
食
品
メ
ー
カ
ー
に
販
売
し
て
い
ま
す
。

設
置
先
が
全
国
の
医
療
機
関
や
調
剤
薬
局
で
あ
る

こ
と
か
ら
医
師
や
栄
養
士
の
お
墨
付
き
を
も
ら
え

る
形
に
も
な
る
た
め
、
食
品
メ
ー
カ
ー
に
と
っ
て

は
効
果
的
な
広
告
が
可
能
と
な
り
ま
す
」

—

さ
ら
に
、
食
品
メ
ー
カ
ー
と
の
コ
ラ
ボ
に
よ

る
新
メ
ニ
ュ
ー
開
発
も
行
っ
て
い
る
。
そ
の
一
例
が

２
０
１
６
年
か
ら
ス
タ
ー
ト
し
た
「m

edical + 
m

ealtim
e

」
で
、
食
品
メ
ー
カ
ー
の
健
康
志
向
の

高
い
商
品
を
使
用
し
、「
認
知
症
予
防
」
や
「
骨
粗

鬆
症
予
防
」
な
ど
を
テ
ー
マ
と
し
た
「
予
防
食
」
を

提
供
し
て
い
る
。
食
品
メ
ー
カ
ー
か
ら
新
メ
ニ
ュ
ー

を
提
案
さ
れ
る
こ
と
も
増
え
て
き
た
そ
う
だ
。

　
「
今
後
は
、
よ
り
素
材
に
こ
だ
わ
っ
た
メ
ニ
ュ
ー
も

考
え
て
い
き
た
い
で
す
ね
。
ま
た
、
比
較
的
Ｉ
Ｔ
リ

テ
ラ
シ
ー
の
高
い
団
塊
の
世
代
が
高
齢
者
と
な
る
将

来
に
向
け
て
、
ネ
ッ
ト
を
活
用
し
た
健
康
管
理
ツ
ー

ル
の
提
案
な
ど
様
々
な
商
品
・
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す

る〝
ヘ
ル
ス
ケ
ア
総
合
企
業
〟を
目
指
し
て
い
き
ま
す
」

付 加 価 値 創 造 に 挑 戦

注 企業を訪ねる

初
の
サ
ー
ビ
ス『
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
デ
リ
バ
リ
ー
』

を
開
始
し
ま
し
た
。
と
こ
ろ
が
、
訪
問
時
間
の
調

整
が
予
想
以
上
に
難
し
か
っ
た
上
に
、
お
客
様
に

カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
の
時
間
を
確
保
し
て
も
ら
う
の

に
も
苦
労
し
ま
し
た
。
ま
た
、
資
金
力
が
な
い
た

め
、
チ
ラ
シ
の
ポ
ス
テ
ィ
ン
グ
に
よ
る
集
客
に
も

限
界
が
あ
り
、
な
か
な
か
利
益
も
上
が
り
ま
せ
ん

で
し
た
。
し
か
し
、
高
齢
化
が
加
速
す
る
日
本
で
、

栄
養
士
の
専
門
知
識
を
生
か
し
、
食
の
面
か
ら
健

康
促
進
や
医
療
費
の
削
減
に
貢
献
し
た
い
と
い
う

起
業
当
時
の
思
い
は
、
決
し
て
間
違
い
で
は
な
い

と
信
じ
て
い
ま
し
た
」

—

そ
こ
で
、
２
０
０
３
年
秋
よ
り
ビ
ジ
ネ
ス
モ

デ
ル
の
見
直
し
を
図
り
、
食
材
と
レ
シ
ピ
か
ら
よ

り
ポ
イ
ン
ト
を
絞
っ
た
“
食
事
療
法
”
へ
と
転
換
。

健
康
食
の
カ
タ
ロ
グ
を
つ
く
り
、
配
布
先
と
し
て

医
療
機
関
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
に
絞
り
込
ん
だ
。
食
事

療
法
が
必
要
な
各
個
人
に
営
業
す
る
よ
り
、
医
療

機
関
か
ら
カ
タ
ロ
グ
を
配
布
す
れ
ば
よ
り
多
く
の

顧
客
に
ア
ク
セ
ス
で
き
る
と
考
え
た
た
め
だ
。

　
「
そ
れ
か
ら
は
、
商
品
を
製
造
し
て
く
だ
さ
る

委
託
工
場
を
探
し
、
カ
タ
ロ
グ
制
作
と
そ
の
制
作

費
獲
得
の
た
め
の
食
品
メ
ー
カ
ー
へ
の
広
告
営
業

や
、
カ
タ
ロ
グ
を
設
置
し
て
も
ら
う
医
療
機
関
の

開
拓
、
さ
ら
に
電
話
に
よ
る
受
注
体
制
の
構
築
も

同
時
に
行
う
な
ど
忙
し
い
毎
日
で
し
た
。
カ
タ
ロ

グ
を
設
置
し
て
も
ら
う
医
療
機
関
の
開
拓
で
は
、

忙
し
い
、
前
例
が
な
い
な
ど
の
理
由
で
門
前
払
い

さ
れ
る
こ
と
も
多
く
、
非
常
に
苦
労
し
ま
し
た
」

医
療
機
関
か
ら
カ
タ
ロ
グ
を
配
布
し

食
事
療
法
に
対
応
し
た
健
康
食
を
宅
配

—

高
血
圧
や
脂
質
異
常
症
、
糖
尿
病
に
腎
臓

病
な
ど
、
現
代
人
に
多
い
各
種
疾
病
に
対
応
し
た

健
康
食
の
宅
配
を
行
う
、
株
式
会
社
フ
ァ
ン
デ

リ
ー
。
食
事
宅
配
サ
ー
ビ
ス
が
乱
立
す
る
中
、
同

社
で
は
メ
ニ
ュ
ー
の
考
案
か
ら
電
話
に
よ
る
カ
ウ

ン
セ
リ
ン
グ
・
受
注
ま
で
の
業
務
を
、
専
門
知
識

を
持
つ
30
名
ほ
ど
の
栄
養
士
が
担
う
こ
と
を
強
み

と
し
て
い
る
。
生
活
習
慣
病
患
者
を
メ
イ
ン
に
、

現
在
ま
で
の
会
員
数
は
20
万
人
に
も
上
る
。だ
が
、

は
じ
め
か
ら
順
調
と
い
う
わ
け
で
は
な
か
っ
た
。

　
「
２
０
０
１
年
よ
り
、
栄
養
士
が
栄
養
バ
ラ
ン
ス

を
考
え
た
食
材
と
レ
シ
ピ
を
ご
自
宅
ま
で
宅
配
し
、

そ
の
場
で
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
を
行
う
と
い
う
日
本

医療機関等の紹介ネットワークを
構築し効率的に会員数を拡大

健康食宅配による
食事療法で数値改善を実現

食品メーカーとのコラボで
新しい価値を創造

株
式
会
社
フ
ァ
ン
デ
リ
ー

ここが注目ポイント

栄養士が商品開発から
カウンセリングまで行う
健康食宅配の新ビジネス

代表取締役

本　　社 	●	東京都北区赤羽2-51-3
		  NS3ビル3F  
創　　業 	●	2000年
資 本 金 	●	2億7,395万円
従 業 員 	●	52名（2016年4月現在）
事業内容 	●	健康食通販カタログ「ミールタイ

ム」「ミールタイムファーマ」およ
び健康食通販サイト「ミールタイ
ム」による健康食宅配事業、企業向
けマーケティング支援事業

医療機関で配布される「ミールタイム」（250種類以上掲載）と
健康食メニューの一例（冷凍の状態で届く）

電話応対風景。オペレーターは全員が栄養士で、
直接カウンセリングを受けられる

身近な疾病の予防が期待できる食材を使用したメニュー例「高カカオチョコ
レート5g使用 カカオ入りコクカレーセット」

スイーツ、麺類なども用意し、豊富なメニュー
で楽しく選べる工夫も。写真は「三色団子」

阿部 公
こ う す け

祐 氏

■ 「medical + mealtime」の一例　『認知症』

チョコレート
「カカオポリフェノール」

オリーブオイル
「オレイン酸」

セロリ
「アピゲニン」

ほうれん草  「葉酸」

ツナ（青魚）
「DHA」

大豆  「レシチン」
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編集室より

■ 広告掲載・誌面に対するご意見、ご感想は
　 建材マンスリー編集室専用アドレスまでお寄せください。

住友林業株式会社 木材建材事業本部 事業企画部

   kenzai-monthly@sfc.co.jp

■ 弊社ホームページに特集ページのみを掲載中です。
   http://sfc.jp/mokuzai/kenzaimonthly/

既存住宅状況調査技術者講習登録規程

　先日「これがあれば料理の幅が広がる」と懇願し、スチームオーブンレンジを
ゲットしました。上手に使えば同時に何種類ものヘルシー料理ができるらしい
のですが説明書に抵抗があり、いまだ“ゆで卵”しか作っていません。
　そんな私が今年も住宅関連施策の読み解きに携わりました。すでにオーブン
レンジの説明書を読み解く力は残っておりません。旦那様に詐欺呼ばわりされ
ながら全力投球した今号が皆様のお役に立てると良いのですが …（Ｍ）

編
集
後
記

今月のニュース

表紙：住友林業（株）住宅事業本部　横浜北支店　ハウススクエア横浜展示場
＊ 家具などのインテリア品は実際の展示と
　 異なる場合があります

　2018年4月1日施行予定の「宅地建物取引業法の改正」

では、建物状況調査（インスペクション）の活用促進ととも

に、既存建物取引の情報提供の充実を図るため、宅地建物

取引業者に対し、インスペクションの実施の有無、結果の

概要を重要事項として説明するなどが義務づけられている。

　こうした状況に対応するため、国土交通省では、既存

住宅の調査の担い手となる技術者を育成する「既存住宅

状況調査技術者講習制度」を創設。必要な事項を定めた

「講習登録規程」と「調査方法基準」を2月3日に公布し

た。この制度に基づき、国の登録を受けた講習実施機関

が建築士に講習を実施し、修了した建築士は調査方法基

準に沿って適正に調査を実施する。建築士以外が調査を

実行できるかどうかは検討課題となる。

■ 「既存住宅状況調査技術者講習制度」についてのHP

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/

kisonjutakuinspection.html

　「スマートウェルネス住宅等推進事業」では、「住宅の断

熱化が居住者の健康に与える影響を検証する調査」を

2014年度から2017年度の4年間で行う予定となって

いる。調査は室内環境と血圧など健康関連事象について、

全国約1,800軒の住宅および居住者約3,600人を対象

に行い、断熱改修の前後における居住者の血圧や生活習

慣、身体活動量など健康への影響を検証。今回、2015

年度までに行われた検証結果の中間報告が行われた。

　中間報告では、断熱改修を予定する住宅について

2,759人の改修前調査を実施し、165人の改修後調査

を実施した。得られたデータに基づき検証を行ったとこ

ろ、住宅室内環境と血圧など健康関連事象との関連が確

認された。

インスペクションの担い手技術者育成に向け
「既存住宅状況調査技術者講習制度」創設 －国土交通省

住宅の断熱化と居住者の健康への影響調査の中間報告
住宅の室内環境と血圧の関連を確認 －国土交通省

 得られつつある知見

❶ 冬季において起床時室温が低いほど、血圧が高く 
 　なる傾向がみられた。
❷ 高齢者ほど、室温と血圧との関連が強いことが 
 　 認められた。
❸ 断熱改修によって室温が上昇し、それに伴い居住 
 　者の血圧も低下する傾向が確認された。

❹ 居間または脱衣所の室温が18℃未満の住宅で 
 　は、入浴事故リスクが高いとされる熱め入浴の確 
 　 率が有意に高い。

登録申請

登　録国 講習機関

相談
窓口

売主（または買主）

ホーム
ページ

指導・助言・勧告・登録抹消

講習の実施・終了証明書の交付

更新講習の受講

指導・除名等

相談内容の確認等

既存住宅状況調査
に関する相談 書面交付 依頼

既存住宅状況調査
技術者の情報の公表

既存住宅状況調査

既存住宅
状況調査
技術者
（建築士）
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（出所：国土交通省ホームページ　http://www.mlit.go.jp/statistics/details/jutaku_list.html）
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